令和３年度「新潟・国際協力ふれあい基金」助成事業募集要項

「新潟・国際協力ふれあい基金」では、国際協力等の活動を行っている県内の民間団体、個人等の活動を助成しています。令和３年度に助成を希望される方は、次によりお申し込みください。

１　申請できる人・団体
活動の本拠地が新潟県内である民間団体、個人、企業（以下「事業者」という）
２　助成の対象となる地域
北東アジア地域を中心とするアジア地域、その他新潟県とつながりのある地域
３　助成の対象となる活動

ア　対象地域における災害発生時の医療活動、食料・飲料水給付など現地の住民を援助するために行う活動

イ　対象地域のうち開発途上地域における医療、教育、環境、人材育成などの国際協力活動

ウ　対象地域の人的交流を中心とした相互交流活動で、かつ、その活動が現地における人道援助又は国際協力活動に結びつくことが明確なもの

エ　対象地域出身の人材を県内で育成する活動
（例）留学生、研修生、聴講生、インターンシップ生としての受入れ
４　助成の対象とならない活動

ア　営利を目的としている活動
イ　政治活動、宗教活動と認められる活動
ウ　事業者が通常の活動の範囲で受け入れている人材の育成
エ　事業者が通常の活動の範囲で行う物品等の購入
オ　新潟県関係者が直接携わることがないなど、対象地域と新潟県のつながりが深まることが期待できない活動
５　事業実施期間
令和４年１月１日から令和５年３月31日まで
６　助成額

１件当たり100万円を上限に予算の範囲内で助成します。

申請者の渡航費を認める場合は50万円を上限に加算します。
７　助成対象経費についての留意点

（１）建物の建築経費

建物の建築経費（修繕経費は除く。）は、原則として助成対象となりません。

（２）支援・救援物資の送付経費

支援・救援物資の送付経費は、次のア、イの要件をともに満たす場合のみ、申請することができます。

ア　現地での物資の確実・適正な配分を実施する現地活動者または現地ＮＧＯとの連携があること。

イ　送付経費の概ね３分の１以上を当該申請者が手当する見込みがあること。

（３）申請者の渡航費

１事業につき１回１人分（往復）のみ必要に応じて認めます。
（４）助成対象経費の算定

助成率は設けませんが、現地での活動に必要な経費から自己資金、及び他の助成金等を差し引いた額が、助成対象経費となります。当初計画の助成対象経費の内容に変更がある場合は、事前に協会にご連絡ください。事前の協議が無い場合は、原則、助成対象経費として認めません。
８　その他

（１）同一団体等に対する助成

・同一団体・個人等に対する同一年度内の助成は、原則１回限りとします。

・過去に助成を受けた団体は、次の（２）の助成対象期間から１年以上が経過していても、過去の助成対象事業内容及び対象国・地域が全く同じ場合は、申請できません。

（２）助成対象期間
原則、助成は１年間とします。

同一内容の事業を継続して申請することもできますが、その場合は年度ごとに申請と助成決定を行い、概ね３年を限度とします。ただし、継続申請を行っても助成決定されない場合があります。
９　審査基準等
　　・事業の必要性、実効性、自立継続性などを審査します。
　　・事業採択については、事業内容はもちろんですが、国際協力活動団体のすそ野を広げるためにも、助成実績の少ない団体を優先します。

　　・応募多数の場合は、事前に提出書類で１次審査を行います。

　　・事業審査（２次審査）の際には、申請者より、当事業の審査委員に対し、事業内容のプレゼンテーションを行っていただきます。（会場は朱鷺メッセ会議室を予定。旅費は申請者負担）

10　応募期限等

応募期限は令和３年11月15日（月）まで（当協会必着）とし、12月に助成決定します。

11　申請書類の請求等

　助成金交付要綱、助成金交付申請書等は、下記に請求してください。

なお、当協会のホームページからもダウンロードできます。https://www.niigata-ia.or.jp/jp/index.html
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